別紙様式１
令和５年　　月　　日

　文部科学省総合教育政策局長　殿

	所在地：

申請団体：

代表者職名：

氏名：
	


　　　　　　　　　　　
　学校教育における外部人材活用事業の委託を希望しますので、別紙の事業計画書のとおり企画提案します。

学校教育における外部人材活用事業　事業計画書

	実施
プログラム
	テーマ１　学校現場と多様な経験や背景を持つ人材をつなぐ在り方研究事業
　　□①アスリート人材に関する実証研究
　　□②アーティスト人材に関する実証研究
　　□③その他（博士号取得者、ＩＴ人材等）に関する実証研究
　　※①②③の複数メニューに応募する場合、個別に計画書を作成すること
□テーマ２　学校現場におけるアスリート人材活用推進事業


	企画の概要①
（200字以内）
	


	実施団体名
	

	代表者
	
	職名
	

	
	
	氏名
	

	契約名義人
	
	職名
	

	
	
	氏名
	

	事業実施責任者
	
	所属部署・職名
	

	
	
	（ふりがな）
	

	
	
	氏名
	

	
	
	電話番号
	

	事務連絡担当者
	
	所属部署・職名
	

	
	
	（ふりがな）
	

	
	
	氏名
	

	
	
	住所

	〒


	
	
	電話番号
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
（※原則個人ではなく組織アドレスとすること）
	


	１）実施体制

	所属部署・職名
	氏　名
	役割分担

	
	
	

	２）事業の趣旨・目的

	※「２）事業の趣旨・目的」、「３）具体的な内容・取組方法」、「４）実施計画」「５」過去の取組実績」を、マイクロソフトパワーポイントのファイル形式で作成する場合、各項目の記入欄において「別紙のとおり」と記入すること。また、作成資料においては「別紙様式１（事業計画書）」の別紙であることを明記すること。



	３）取組内容

	【テーマ１に応募する場合】公募要領別紙１の内容を踏まえ、以下①～④について記載すること。
① 昨年度までの事業成果に関する分析
※ 過年度事業の成果を踏まえて全国への横展開が可能と考えられ、その前提で実証を行う要素や、過年度の実証研究を経て整理された課題や今後の施策の方向性に係る提言等を踏まえ、更なる実証が必要と考えられる要素など、昨年度までの事業成果を十分に分析の上で具体的に記載すること
② ①を踏まえた本実証研究における目的や実証の仮説、得たい成果や示唆
　※ ①における過年度事業の成果分析を踏まえ、本事業における実証研究の目的や仮説、実証研究を通じて明らかにしたい成果や示唆について、具体的に記載すること

③ ②を踏まえた取組内容
　※ 別紙１「２．委託事業内容」に示す「研究視点」及び審査基準を踏まえて具体的に記載すること
④ 事業成果の検証方法
※ 外部人材が入職することによる授業の質の向上、教職員の意識向上、幼児児童生徒に対する教育効果、保護者・地域住民からの学校への信頼度上昇など、取組内容によって得られる事業成果を明確にするとともに、その検証指標や検証方法について具体的に記載すること
【テ―マ２に応募する場合】公募要領別紙２の内容を踏まえ、以下について記載すること。
① 公募要領「２．委託事業内容」に示すリストの作成方法
※「２．委託事業内容」に示すリストについて、学校設置者とアスリート人材のマッチングが目的であることを踏まえ、どのような体制・手順でリスト対象者の情報収集を行い、どのような内容を記載するのか具体的に記載すること。
② ①で作成したリストの教員採用現場への定着方法
※①で作成したリストが幅広い教員採用権者に活用されるよう、周知徹底し、定着させるための工夫などについて具体的に記載すること。
③ ①で作成したリストが、本事業終了後も低廉な予算で継続して更新・周知できる体制・手法に関する提案

※リストに記載されたアスリートについては定期的に更新・周知が必要となることから、１回限りではなく、事業終了後も継続して更新・活用できるようにするための方策について具体的に記載すること。

④ アスリート人材の活用に関する事例集の作成方法・内容
※ アスリートが教師として入職後のキャリアパス等を具体的にイメージすることの一助となるという事例集の目的に照らし、事例集の内容や作成方法のイメージについて記載すること。



	４）実施計画

	７月
	

	８月
	

	９月
	

	10月
	

	11月
	

	12月
	

	１月
	

	２月
	

	３月
	


	５）過去の取組実績

	


	６）再委託に関する事項

	再委託の相手方の住所及び氏名

	

	再委託を行う業務の範囲

	

	再委託の必要性

	

	再委託の額

	別紙様式３のとおり。


	７）経費計画

	別紙様式２及び３のとおり。


	８）ワーク・ライフ・バランスを推進する企業としての法令に基づく認定（該当があれば）

	「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」（平成２８年３月２２日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）及び「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する実施要領」に基づき、以下に掲げる認定等を有する企業を審査において評価します。（配点等については、審査基準参照）
以下に掲げる認定等を有する場合、該当するものにチェックを入れてください。
○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定）等

□　認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）

□　認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）

□　認定段階３

□　プラチナえるぼし認定

□　行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用する労働者の数が１００人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定・トライくるみん認定・プラチ
　ナくるみん認定企業）

□　くるみん認定①（平成２９年３月３１日までの基準）
□　トライくるみん認定
□　くるみん認定②（平成２９年４月１日～令和４年３月３１日までの基準）
□　くるみん認定③（令和４年４月１日からの基準）
□　プラチナくるみん認定

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定

□　ユースエール認定
上記のいずれかに該当する認定等を有する場合、本事業計画書と併せて、認定等を証する書類を提出すること。


